
新
し
い
資
本
主
義
実
現
会
議
で
は
、
日
本
の
成
長

戦
略
を
「
社
会
課
題
の
解
決
」
と
「
企
業
価
値
の
向

上
」
の
二
兎
を
追
う
戦
略
と
位
置
付
け
、
こ
れ
に
よ

り
、
成
長
と
分
配
の
好
循
環
を
実
現
し
よ
う
と
し
て

い
る
。

人
へ
の
投
資
、
グ
リ
ー
ン
投
資
が

こ
れ
か
ら
の
成
長
の
主
軸

2
0
1
0
年
代
に
入
っ
て
か
ら
、
地
球
環
境
問
題

や
格
差
問
題
へ
の
注
目
が
欧
米
諸
国
で
高
ま
り
、
世

界
の
長
期
投
資
家
の
投
資
姿
勢
は
大
き
く
変
化
し
て

き
た
。
例
え
ば
、
世
界
最
大
の
投
資
家
で
あ
る
ブ
ラ

ッ
ク
ロ
ッ
ク
Ｃ
Ｅ
Ｏ
の
ラ
リ
ー
・
フ
ィ
ン
ク
氏
が
、

各
国
の
企
業
Ｃ
Ｅ
Ｏ
に
送
付
す
る
「
フ
ィ
ン
ク
・
レ

タ
ー
」

（
注
１
）

を
発
出
す
る
よ
う
に
な
っ
て
久
し
い
が
、
2

0
2
2
年
の
同
レ
タ
ー
に
は
「
株
主
に
長
期
的
な
価

値
を
も
た
ら
す
に
は
、
企
業
は
全
て
の
ス
テ
ー
ク
ホ

ル
ダ
ー
の
た
め
に
価
値
を
創
造
し
、
ま
た
全
て
の
ス

テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
か
ら
そ
の
価
値
を
認
め
ら
れ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
」

（
注
２
）

と
記
し
、
Ｃ
Ｅ
Ｏ
が
地
球
環
境
の

問
題
に
正
面
か
ら
向
き
合
う
こ
と
や
、
従
業
員
に
と

っ
て
よ
り
良
い
イ
ノ
ベ
ー
テ
ィ
ブ
な
環
境
を
整
え
る

こ
と
を
強
く
促
し
、
そ
れ
が
株
主
の
長
期
的
利
益
に

か
な
う
と
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
送
っ
て
い
る
。

日
本
の
企
業
に
も
、
未
来
世
代
や
従
業
員
、
地
域

社
会
と
い
っ
た
多
様
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
目
線

を
重
視
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
日
本
の
成

長
戦
略
が
、
人
へ
の
投
資
、
グ
リ
ー
ン
投
資
な
ど
を

主
軸
に
据
え
て
い
る
の
は
、
こ
れ
か
ら
の
資
本
主
義

は
、
短
期
的
な
株
主
の
利
益
追
求
と
い
う
よ
り
は
、

従
業
員
の
賃
金
上
昇
や
そ
の
成
長
に
つ
な
が
る
教
育

機
会
の
提
供
、
長
期
的
な
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
と
の

両
立
が
重
要
で
あ
る
と
の
国
際
的
な
認
識
を
共
有
す

る
か
ら
と
い
え
る
だ
ろ
う
。

同
時
に
、
近
年
の
日
本
経
済
の
潜
在
成
長
率
低
下

（
図
表
参
照
）に
照
ら
し
て
も
、「
人
へ
の
投
資
」
を

重
視
し
た
資
本
主
義
は
極
め
て
重
要
な
課
題
と
な
っ

て
い
る
。
日
本
経
済
は
、
1
9
9
0
年
代
以
降
、
30

年
間
の
低
成
長
を
余
儀
な
く
さ
れ
、
実
質
賃
金
上
昇

率
は
、
他
の
先
進
国
が
大
き
く
伸
び
る
中
で
、
横
ば

い
を
続
け
て
き
た
。
言
い
換
え
れ
ば
、
成
長
が
十
分

で
な
か
っ
た
た
め
、
分
配
へ
の
好
循
環
も
実
現
で
き

な
か
っ
た
側
面
も
大
き
い
。
こ
う
し
た
日
本
の
賃
金

上
昇
の
停
滞
は
海
外
へ
の
人
材
流
出
に
つ
な
が
り
、

国
際
的
な
競
争
力
も
低
下
さ
せ
る
悪
循
環
に
つ
な
が

っ
て
き
た
。

図
表
の
通
り
、
日
本
経
済
の
近
年
の
低
成
長
の
主

因
は
、
多
く
の
企
業
が
コ
ス
ト
カ
ッ
ト
や
海
外
投
資

を
優
先
し
、
人
材
な
ど
の
無
形
資
産
等
や
Ｄ
Ｘ
投
資

な
ど
の
国
内
投
資
を
抑
制
し
て
き
た
結
果
と
し
て
生

産
性
が
低
下
し
て
い
る
こ
と
に
あ
る
。
実
際
、
非
正

日
本
総
合
研
究
所
理
事
長

翁おきな
百ゆり
合

新
し
い
資
本
主
義
の
全
体
像

│
持
続
的
な
賃
金
上
昇
に
は
、
労
働
市
場
改
革
に
よ
る
生
産
性
向
上
が
不
可
欠

（注１）フィンク・レター：フィンク氏が毎年年頭に、投資先企業のＣＥＯ
向けに発出している公開書簡。同レターでは、毎年、ブラックロックの顧
客が持続的かつ長期にわたるリターンを確保するうえで重要と考えるテー
マを取り上げている
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特集 今後の日本経済を展望する

規
雇
用
者
も
2
0
2
2
年
に
は
2
1
0
0
万
人
を
超

え
、
雇
用
者（
役
員
を
除
く
）に
占
め
る
割
合
は
36
・

9
％
ま
で
増
加
し
て
い
る
。
今
後
は
、
よ
り
多
様
な

人
々
が
能
力
を
発
揮
で
き
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
や
生

産
性
向
上
が
実
現
し
、
賃
金
が
持
続
的
に
上
が
る
経

済
に
作
り
替
え
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

成
長
に
向
け
て
の
各
種
の
施
策

こ
う
し
た
課
題
認
識
に
立
ち
、「
新
し
い
資
本
主

義
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
及
び
実
行
計
画
」（
2
0

2
2
年
）と
同
2
0
2
3
改
訂
版
で
は
、
人
へ
の
投

資
と
労
働
市
場
の
改
革
や
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
支

援
な
ど
、
構
造
的
な
改
革
を
伴
う
制
度
整
備
が
掲
げ

ら
れ
て
い
る
。

ま
ず
、
2
0
2
2
年
の
実
行
計
画
で
は
、
人
へ
の

投
資
、
賃
上
げ
の
実
現
に
加
え
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

へ
の
投
資
、
社
会
課
題
を
解
決
す
る
シ
ー
ズ
と
な
る

科
学
技
術（
Ａ
Ｉ
、
量
子
技
術
、
再
生
医
療
、
バ
イ

オ
も
の
づ
く
り〈
合
成
生
物
学
〉等
）へ
の
投
資
、
そ

し
て
Ｄ
Ｘ
、
Ｇ
Ｘ
投
資
の
重
要
性
が
う
た
わ
れ
た
。

そ
の
後
、
こ
れ
ら
を
実
現
す
る
も
の
と
し
て
、「
ス

タ
ー
ト
ア
ッ
プ
育
成
5
か
年
計
画
」
が
策
定
さ
れ
、

現
状
8
千
億
円
の
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
投
資
額
を
5
年

後
に
10
倍
に
す
る
と
い
っ
た
目
標
の
も
と
、
①
人

材
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
、
②
事
業
成
長
の
た
め

の
資
金
供
給
や
出
口
戦
略
の
多
様
化
、
③
オ
ー
プ
ン

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進
に
向
け
た
様
々
な
取
り
組

み
│
が
ス
タ
ー
ト
し
て
い
る
。
ま
た
、
企
業
の

成
長
の
果
実
を
家
計
の
資
産
所
得
に
も
循
環
さ
せ
る

こ
と
が
重
要
と
い
う
観
点
か
ら
、
ゼ
ロ
金
利
近
傍
の

預
金
に
滞
留
し
て
い
る
金
融
資
産
を
株
式
な
ど
長
期

投
資
に
活
用
す
る
こ
と
を
促
す
「
資
産
所
得
倍
増
プ

ラ
ン
」
も
策
定
さ
れ
た
。
こ
れ
ら
の
具
体
的
計
画
を

効
果
的
に
進
め
る
に
は
、
規
制
改
革
や
税
制
改
革
、

投
資
家
の
役
割
強
化
な
ど
さ
ら
に
多
く
の
政
策
を
動

員
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

2
0
2
3
年
6
月
に
公
表
さ
れ
た
実
行
計
画
改
訂

版
は
、
持
続
的
な
賃
金
上
昇
を
目
指
し
た
労
働
市
場

の
改
革
が
主
軸
と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
柱
は
、
ジ
ョ

ブ
型
雇
用
の
拡
大
、
リ
ス
キ
リ
ン
グ
教
育
、
労
働
移

動
の
円
滑
化
の
3
本
柱
で
あ
る
。
最
近
で
は
、
ジ
ョ

ブ
型
雇
用
で
高
い
ス
キ
ル
の
あ
る
人
材
を
集
め
る
海

外
の
企
業
と
の
競
争
に
日
本
企
業
は
大
き
く
劣
後
し

て
い
る
。
一
方
で
、
非
正
規
社
員
の
多
く
は
、
教
育

機
会
や
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
の
機
会
が
限
ら
れ
て
い
る
。

日
本
の
終
身
雇
用
制
度
は
徐
々
に
崩
れ
つ
つ
あ
る
が
、

年
功
序
列
型
の
人
事
制
度
、
男
女
間
の
賃
金
格
差
な

ど
は
ま
だ
根
深
く
残
っ
て
お
り
、
こ
う
し
た
企
業
の

人
事
制
度
を
見
直
し
、
人
へ
の
投
資
を
加
速
す
る
こ

と
が
欠
か
せ
な
い
。
さ
ら
に
2
0
2
2
年
秋
以
降
、

生
成
Ａ
Ｉ
が
世
界
的
に
大
き
く
広
が
り
、
必
要
な
リ

ス
ク
を
管
理
し
た
う
え
で
、
日
本
の
企
業
も
こ
れ
を

活
用
し
た
生
産
性
向
上
が
求
め
ら
れ
て
い
る
な
ど
、

人
材
育
成
や
人
事
制
度
で
は
、
加
速
す
る
技
術
革
新

へ
の
対
応
が
急
務
と
な
っ
て
い
る
。

労
働
市
場
改
革
や

国
内
投
資
の
促
進
が
必
須

2
0
2
3
年
に
は
3
％
を
超
え
る
大
幅
な
賃
上
げ

が
実
現
し
た
が
、
日
本
経
済
の
最
重
要
課
題
の
一
つ

は
、
実
質
賃
金
の
上
昇
を
持
続
的
に
実
現
す
る
こ
と

で
あ
る
。
こ
れ
を
実
現
す
る
に
は
、
企
業
自
体
の
取

り
組
み
と
と
も
に
、
労
働
市
場
改
革
を
思
い
切
っ
て

進
め
る
こ
と
が
欠
か
せ
な
い
。
技
術
変
化
が
加
速
す

る
中
で
、
人
々
の
新
し
い
ス
キ
ル
の
習
得
を
支
援
し
、

転
職
や
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
に
よ
り
高
い
賃
金
を
得
ら

れ
る
、
北
欧
型
の
い
わ
ゆ
る
積
極
的
労
働
市
場
政
策

の
考
え
方
を
取
り
入
れ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
日

本
は
よ
う
や
く
そ
の
一
歩
を
歩
み
始
め
た
と
み
る
こ

と
も
で
き
る
だ
ろ
う
。
人
手
不
足
が
深
刻
化
し
、
地

政
学
リ
ス
ク
の
高
ま
り
に
よ
る
グ
ロ
ー
バ
ル
サ
プ
ラ

イ
チ
ェ
ー
ン
の
再
編
、
Ｇ
Ｘ
、
Ｄ
Ｘ
に
よ
る
産
業
構

造
の
変
化
な
ど
に
よ
り
、
国
内
投
資
意
欲
も
高
ま
っ

て
い
る
。
こ
の
機
を
活
か
し
、
国
内
投
資
と
人
へ
の

投
資
を
加
速
す
る
と
と
も
に
必
要
な
規
制
改
革
も
実

現
し
、
持
続
的
な
生
産
性
向
上
と
画
期
的
な
イ
ノ
ベ

ー
シ
ョ
ン
が
生
ま
れ
る
環
境
を
整
え
て
、
日
本
経
済

を
再
生
す
る
必
要
が
あ
る
。

（注２）全文（日本語訳）
https://www.blackrock.com/jp/individual/ja/about-us/ceo-letter/archives/2022
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図表 日本の潜在成長率推移
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